
□■公益通報者の保護■□ 

■公益通報 

公益通報者保護制度は、国民生活の安心や安全を脅かすことになる事業者の法令違反の発生と被害の防止を図

る観点から、公益のために事業者の法令違反行為を通報した事業者内部の労働者に対する解雇等の不利益な取

扱いを禁止するものです。 

宮崎労働局においては、公益通報者保護法に基づき、公益通報窓口を設置し、公益通報の受付を行うとともに、

受理した公益通報については、通報に関する秘密を保持し、必要な調査を行い、通報対象事実があると認めら

れる場合には、法令に基づく処分又は勧告等の措置を講じます。 

 

■公益通報者保護制度の概要 

公益通報者保護制度ウェブサイト（消費者庁）  

公益通報者保護制度の概要について  

公益通報者保護法  

公益通報者保護法において通報の対象となる法律について  

公益通報者保護制度相談窓口  

 

■宮崎労働局における外部の労働者からの公益通報に対する事務手続き要領 

 

■宮崎労働局における公益通報手続きについて 

●公益通報の条件 

・通報者が通報の対象となる事業者へ労務提供している労働者であること  

・通報に不正の目的がないこと  

・法令違反行為（注）が生じ、又はまさに生じようとしていること  

・通報内容が真実であると証明できること  

・宮崎労働局が法令違反事実について処分又は勧告等の権限を有していること  

 

（注）法律に規定する犯罪行為（懲役や罰金等が科される法令違反行為）又は最終的に刑罰（懲役や罰金等）

に違反する行為につながる法令違反行為であることが必要です。 
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通報先は、厚生労働省本省のほか、都道府県労働局・労働基準監督署・公共職業安定所・地方厚生局・施設

等機関・都道府県などの地方公共団体となる場合がありますので、下記より検索を行ってください。 

（参照）公益通報の通報先・相談先 行政機関検索 

 

●公益通報の方法 

１． 書面（郵送） 

〒880-0805 

宮崎市橘通東３丁目１番２２号 宮崎合同庁舎４F 

宮崎労働局 雇用環境・均等室宛 

２． FAX 

宮崎労働局 雇用環境・均等室宛 

FAX：0985-38-5028 

 

通報される場合は、可能なかぎり下記の内容の記述をお願いします。 

・氏名  

・連絡先（住所、電話番号、メールアドレス等の連絡先）  

・被通報者（法令違反を行っている事業者等）  

・通報者と被通報者との関係  

・法令違反または法令違反のおそれがある行為の概要  

 

●通報相談窓口 

宮崎労働局 雇用環境・均等室 

〒880-0805 

宮崎市橘通東３丁目１番２２号 宮崎合同庁舎４F 

宮崎労働局 雇用環境・均等室宛 

電話:0985-38-8821 

 

窓口受付時間 

8 時 30 分～12 時､13 時～17 時 

 

公益通報者保護法及び公益通報制度全般についてのご相談は、消費者庁の「公益通報者保護制度相談ダイヤル」

（０３－３５０７－９２６２）にお問い合わせください。  

 

厚生労働本省の地方支分部局（都道府県労働局及び地方厚生支局をいう。）の法令遵守に関する情報について

は大臣官房地方課地方支分部局法令遵守室にて受け付けております。  
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別表 
 

○ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 
○ 労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号） 
○ 職業安定法（昭和２２年法律第１４１号） 
○ 最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号） 
○ じん肺法（昭和３５年法律第３０号） 
○ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号） 
○ 雇用対策法（昭和４１年法律第１３２号） 
○ 炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法（昭和４２年法律第９

２号） 
○ 社会保険労務士法（昭和４３年法律第８９号） 
○ 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号） 
○ 家内労働法（昭和４５年法律第６０号） 
○ 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第９８号） 
○ 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号） 
○ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号） 
○ 作業環境測定法（昭和５０年法律第２８号） 
○ 建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和５１年法律第３３号） 
○ 賃金の支払の確保等に関する法律（昭和５１年法律第３４号） 
○ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

（昭和６０年法律第８８号） 
○ 地域雇用開発促進法（昭和６２年法律第２３号） 
○ 港湾労働法（昭和６３年法律第４０号） 
○ 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用

管理の改善の促進に関する法律（平成３年法律第５７号） 
○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

（平成３年法律第７６号） 
○ 林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第４５号） 
○ 石綿による健康被害の救済に関する法律（平成１８年法律第４号） 
○ 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成２３年

法律第４７号） 
○ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号） 


